
各業界における 経営者流動性の 比較 
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1 。 はじめ @ 

近年、 日本では企業経営者の 流動性が問 

きていると同時に 、 適した経営者を 会社に斡旋する 企 表 1. 各業界の経営者人数と 平均在任期間 

業も出てきている。 しかし、 現在の日本には 経営者の 

流動性を高める「市場」は 存在せず、 一企業の経営者が 

他社へ異動した 例も少ない。 これは、 日本の企業体質 

がひとっの原因として 挙げられる。 通常企業の経営者 

が 経営権 を継承する場合、 ①親族への継承、 ②社内か 

らの起用、 ③他社からの 起用。 が考えられるが、 現状 

として。 ①および②が 圧倒的な数を 占めている。 また、 

社長を退任した 後に会長、 相談役とい合流れで 会社に 

留まる経営者が 多い。 そして。 絶対的権 力を持つ経営 

者が。 社長や CEO という地位から 退いても、 実際の権 

力は 移らないというケースも 存在し。 責任の所在とい 

5 点でも 暖 味な企業は多い " 輸送機器・摘蕾機器 

経営者の流動性を 高める要因として。 「経営者の在任 

期間が f 縮 化」、 「経営者の年齢が 若年化」ということ 

がひとっの切り 口として考えられる。 そこで、 日本企 

業 の各業界の社長および 会長の在任期間と、 経営者が 

どれほどの年齢でトップ。 マネジメントに 就任してい 

るのかを製造業。 非製造業という 大きな区分を 用いて 

調査し、 各々業界の特性を 考慮しながら 問 

を 検討した。 

経営者の在任期間を 調査するにあ たって、 東京証券 

取引所第五部上場の 製造業 1 社 、 非製造業 工鱒社の 

3%0 社を抽出し、 先代の社長。 会長⑪ 

大ほついて調査を 行った 態 a および 図蛉 " そして、 現 

在 就任している 社長。 会長を含む 恩 5 人の就任時期の 

年齢を調査した ( 図劾 。 
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経営者の流動性を 高める要因のひとつとして、 在任 

期間の短縮化が 考えられる。 私たちが研究を 行ってい 

く ぅ えで、 製造業と非製造業を 比較した場合、 研究。 

開発から市場投入までの 中。 長期の視野を 必要とする 

製造業界の経営者の 在任期間は、 サービス業等を 含み 

市場ニーズが 急速に変化する 非製造業界のそれと 比べ 

て長いという 推測であ った。 しかし、 表 1 からわかる 

よ う に製造業経営者の 平均在任期間は 非製造業のそれ 

と比べて短いという 結果となった。 

摘もあ る (2) 。 図 A を見る限りでも、 任期 3 年未満の経 

営者の数が少なく、 この意見を支持できる 結果となっ 

ている。 

も う ひとっの経営者の 流動性を高める 要因として、 

経営者の若年化が 考えられる。 現状を把握するために、 

経営者の就任年齢を 調査した ( 図 2) 。 

各業界の経営者在任期間を 見ると、 製造業では業界 

によってばらつきが 少なく。 長期在任であ ろうと予測 

していた医薬品業界もお ふ年 と平均以下の 結果となっ 

た。 それに対し非製造業では、 オーナ一企業が 多い小 

売業界や市場の 変化が比較的緩やかな 倉庫業界では 平 
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均 在任期間が長く、 銀行業界や証券業界では 短くなっ 

ていて、 業界によるばらつきが 大きいことがわかる。   
@20 「 " 一 - … " ‥ """"""""""     
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その結果、 製造業。 非製造業共に 6 

プ 。 マネジメントに 就任している 割合が非常に 高いこ 

とがわかった。 最近では、 サービス業をはじめ 経営者 

の 若年化が見られ ，るが、 全体でみるとごくわずかであ 

ることがわかる。 

世界的に見て、 C 籾 O 就任年齢が低いほど 中途解任の 

可能性が高いことが 指摘されている 鰭 ) 。 しかし、 北米 

表 A から得られた 予測と異なった 結果となった 要因 

として、 オーナ一企業など、 長期に渡って 在任してい 

た非製造業経営者が 起因しているかどうかを 検証する 

ために。 経営者の在任期間の 分布を調査した ( 図五 ) 。 そ 

の結果、 ㈹ 年 以上在任していた 経営者の割合が、 非興 

遺業の方がやや 多いが、 分布はほぼ同じ 形となってい 

ることがわかる。 

先行研究でも、 任期 年 まではあ まり経営者交代が 

起こらず、 就任後の罎年間が 経営成果の評価期間あ る 

いは学習期間であ る可能性を示唆しており、 就任後 2 

年 程度が評価期間として 適切なのではないかという 指 

の トップ平均は 恩   五歳、 欧州でほ ら 歳 ( ブースアンド 

アレンハミルトン 調査 お 翰 であ り、 今回の調査の 緒 

果。 経営者の平均就任年齢が 59% 歳 であ ったのと比較 

すると、 米国。 欧州は日本に 比べ 弔 @@ 歳 程度も若い。 ま 

た、 社会経済生産本部の 会員企業を中心とした 吏 200 

社を対照としたアンケートによると、 理想とする社長 

就任年齢は 52 歳という結果が 出ている (8) 。 これらよ 

り、 これからのグローバル 競争の中で日本企業の 社長 

就任の若年化が 必要となってきていることがわかる。 
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5 。 まとめ 

今回、 私たちは日本の 経営者の流動性を 高めるため 

に 、 企業経営者の 在任期間と就任 年 の 調査を行った。 

そして。 製造業。 非製造業に分けて 比較を行った。 そ 

(2005) 

G) 安部傍人、 「取締役 ㎝ 搬 打と経営者インセンティ 

ブメカニズム」 一橋大学経済研究所 (200% 

uyt 、 半田純一、 域 0 

CEO 継承 「バッド」ガバナンスに 潜む危険性」 

③財団法人 社会経済生産本部、 「 ニ 将来の経営幹部首 

成 に向けた選抜研究に 関する調査 刀 結果」 (200 め 

の 結果、 当初の「製造業は 非製造業と比べて 経営者の在 

任期間が長い」という 予測と異なった 調査結果が得ら 

れた。 要因として、 各業界のばらつきと、 長期在任の 

経営者の存在が 考えられたが、 後者は在任期間分布を 

調査した結果より 原因として考えにくいことがわかっ 

たし。 

在任期間と就任年齢の 両者の結果より、 まだ日本の 

企業では経営者が 流動する環境にはないことが 明らか 

となった。 

今後は、 非製造業の中に 在任期間が極端に 長い オ一 

ナ 一企業が多く 存在していたため、 製造業。 非製造業 

という分類ではなく、 オーナ一企業。 非才 一ナ 一企業 

の分類で比較する 必要があ ると考えている。 また、 経 

営者の流動性が 日本と比べて 比較的高いと 考えられる 

米国をはじめ、 諸外国についても 今回と同様に 調査し、 

比較する必要があ る。 
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